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(57)【要約】
　本発明は、圧縮ガスで満たすことができる、冷却ガス
発生器（１１）の圧力容器（１４）の閉鎖装置に関し、
圧力容器（１４）は、一端に閉鎖した底部を、及び他端
に容器開口部（１６）を備え、この容器開口部（１６）
の上に、周囲と連通する排出開口部（１８）を静止位置
において閉鎖するバルブ本体（４８、７１）を有する、
冷却ガス発生器（１１）を形成するための閉鎖装置（１
２）を配置することができ、このバルブ本体（４８、７
１）を、排出開口部（１８）を開くための駆動装置（３
１）により作動位置へ移動させることができ、排出開口
部（１８）の少なくとも１つの弁座（５１）と駆動装置
（３１）との間に、加えられる閉鎖力を低下させるとと
もに静止位置と作動位置との間で少なくとも１つのバル
ブ本体（４８、７１）を作動させる装置（３３）が設け
られる。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷却ガス発生器（１１）のための、圧縮ガスの充填が可能な圧力容器（１４）用の閉鎖
装置であって、前記圧力容器（１４）は、一端に閉鎖した底部を、他端に容器開口部（１
６）を備え、該容器開口部（１６）上に、周囲と連通する排出開口部（１８）を静止位置
において閉鎖するとともに、該排出開口部（１８）を開くための駆動装置（３１）により
作動位置へ移動することができるバルブ本体（４８、７１）を有する前記閉鎖装置（１２
）を、冷却ガス発生器（１１）の形成のために配置することができ、前記排出開口部（１
８）の少なくとも１つの弁座（５１）と前記駆動装置（３１）との間に、加えられる閉鎖
力を低下させるとともに静止位置と作動位置との間で少なくとも１つのバルブ本体（４８
、７１）を作動させる装置（３３）が設けられている、
ことを特徴とする閉鎖装置。
【請求項２】
　前記装置（３３）は、前記バルブ本体（４８）の方へ向いた端部に少なくとも１つの圧
力面（４７）、特に円錐圧力面を有する圧力要素（４１）を有し、これにより、少なくと
も１つのバルブ本体（４８）を移動させて、弁座（５１）内に隣接することができる、
ことを特徴とする請求項１に記載の閉鎖装置。
【請求項３】
　前記排出開口部（１８）内に配置されたバルブ挿入部（５０）に、各々が弁座（５１）
を有する多数の径方向に向けられた開口部（４９）が設けられ、バルブ本体（４８）がこ
れらの開口部（４９）の各々と関連し、前記圧力要素（４１）の前記圧力面（４７）が前
記バルブ本体（４８）に作用する、
ことを特徴とする請求項１に記載の閉鎖装置。
【請求項４】
　前記駆動装置（３１）により、前記圧力要素（４１）を少なくとも１つのバルブ本体（
４８）へ移動可能となるように作動させることができ、前記圧力要素（４１）の前記圧力
面（４７）が、移動の方向に対して鋭角に向けられる、
ことを特徴とする請求項１～３の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項５】
　前記バルブ挿入部（５０）と前記圧力要素（４１）の前記圧力面（４７）との間の受け
入れ空間（５６）の範囲を定める、径方向に延びる突き合わせ面（５４）が、前記バルブ
挿入部（５０）の前記径方向に向けられた開口部（４９）に隣接して設けられる、
ことを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項６】
　前記圧力要素（４１）は、前記バルブ本体（４８）を取り囲むとともに内部自由端に前
記圧力面（４７）を有するカップ状部分（４６）を有し、貫通開口部（６７）を好ましく
は底部と前記圧力面（４７）との間に備える、
ことを特徴とする請求項１～５の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項７】
　前記圧力要素（４１）は、前記カップ状部分（４６）内に突出する前記バルブ挿入部（
５０）に対して、その端部においてその外周に作用するガイド（６８）を有する、
ことを特徴とする請求項１～６の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項８】
　前記駆動装置（３１）と前記圧力要素（４１）との間に、前記圧力要素（４１）に閉じ
る方向に力を及ぼす畜力要素（５９）、特に圧縮バネ、が設けられた、
ことを特徴とする請求項１～７の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項９】
　圧力バッグ（２２）に通じる横方向開口部（６３）を有する前記駆動装置（３１）のチ
ャンバ（６１）内に前記畜力要素（５９）が設けられた、
ことを特徴とする請求項１～８の何れか１項に記載の閉鎖装置。
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【請求項１０】
　前記バルブ挿入部（５０）を、前記圧力容器（１４）の前記カバー（１７）内の排出開
口部（１８）内へ、好ましくは着脱可能に締結できる、
ことを特徴とする請求項１～９の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項１１】
　前記駆動装置（３１）は、カバー（１７）の接続端部（１９）に作用するとともに前記
圧力容器（１４）の前記容器開口部（１６）を閉鎖する締結部（２１）を有する、
ことを特徴とする請求項１～１０の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項１２】
　前記カバー（１７）は中心排出開口部（１８）を有する、
ことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の閉鎖装置。
【請求項１３】
　前記カバー（１７）は、孔（２６）の中に設けられるとともに前記排出開口部（１８）
を前記周囲に接続する過剰圧制限バルブ（２４）を備える、
ことを特徴とする請求項１０から請求項１２に記載の閉鎖装置。
【請求項１４】
　圧縮ガスの充填が可能な圧力バッグ（２２）のための締結部（２１）が前記接続端部（
１９）に設けられた、
ことを特徴とする請求項１～１３の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項１５】
　前記装置（３３）はバルブ本体（７１）を有し、該バルブ本体（７１）はピストンであ
り、前記排出開口部（１８）上の弁座（５１）を端面（７２）で終端させ、第１の圧力面
（８１）を有し、前記バルブ本体（７１）はプレチャンバ（７４）内に逆向きに配置され
、該プレチャンバ（７４）内において、リストリクタバルブ（８３）を使用して、前記圧
縮ガスの動作圧と比較して減少するとともに前記ピストン（７１）の第２の圧力面（８４
）に作用するプレチャンバ圧力を設定することができる、
ことを特徴とする請求項１から請求項１４のいずれか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項１６】
　前記リストリクタバルブは、前記プレチャンバ（７４）を前記圧力容器（１４）に接続
する経路（８２）内に設けられる、
ことを特徴とする請求項１５に記載の閉鎖装置。
【請求項１７】
　前記バルブ本体（７１）は、前記駆動装置（３１）上に配置することができる保持スリ
ーブ（７６）によって保持されるとともに、前記カバー（１７）上に一体部品として、或
いは前記接続部（１９）にねじ込み式接続によって配置され、前記保持スリーブ（７６）
は前記バルブ本体（７１）のためのガイド（７８）を備える、
ことを特徴とする請求項１５又は１６に記載の閉鎖装置。
【請求項１８】
　前記バルブ本体（７１）は、前記弁座（５１）と前記保持スリーブ（７６）により形成
された弁座（７７）との間に、大気圧が加えられる第３の圧力面（８６）を有する、
ことを特徴とする請求項１５～１７の１項に記載の閉鎖装置。
【請求項１９】
　前記駆動装置（３１）の前記保持スリーブ（７６）と前記ハウジング（６２）との間、
好ましくは前記保持スリーブ（７６）の前記ガイド（７８）と前記バルブ本体（７１）と
の間に密閉要素（７９）が設けられた、
ことを特徴とする請求項１５～１８の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２０】
　前記プレチャンバ（７４）内に、畜力要素（５９）、具体的には前記閉じる方向に力を
及ぼす圧縮バネが設けられた、
ことを特徴とする請求項１５～１９の何れか１項に記載の閉鎖装置。
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【請求項２１】
　前記バルブ本体（７１）の開く方向のストロークの動きを、前記駆動装置（３１）が直
接作動させることができる、
ことを特徴とする請求項１５～２０の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２２】
　前記プレチャンバ（７４）内の前記バルブ本体（７１）の開く動きをプレチャンバの圧
力によって制御することができ、好ましくは制御バルブ（９３）が、前記プレチャンバ（
７４）と前記周囲との間の貫通孔（９２）を開く、
ことを特徴とする請求項１５～１９の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２３】
　前記駆動装置（３１）が前記制御バルブ（９３）を作動させることができる、
ことを特徴とする請求項２２に記載の閉鎖装置。
【請求項２４】
　前記制御バルブ（９３）を、畜力要素（５９）によって閉鎖位置に配置することができ
る、
ことを特徴とする請求項２２又は２３に記載の閉鎖装置。
【請求項２５】
　前記制御バルブ（９３）は、前記駆動装置（３１）を受け入れるとともにカバー（１７
）上に配置することができる中間フランジ（９１）内の開口部（９２）を閉鎖する、
ことを特徴とする請求項２２～２４の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２６】
　好ましくは２部分構成のバルブ本体（７１）のガイド部分（９６）と、該ガイド部分（
９６）により少なくとも部分的に取り囲まれた前記制御バルブ（９３）のバルブ本体（９
５）との間で、前記制御バルブ（９３）上の前記バルブ本体の開く動きの間、少なくとも
１つの弁座（５１、７７）から前記バルブ本体（７１）が上昇するように前記バルブ本体
（７１）の強制的な作動が行われる、
ことを特徴とする請求項２２～２５の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２７】
　前記強制的な制御は、前記バルブ本体（７１）のガイド部分（９６）に挿入された要素
（９７）、具体的には前記制御バルブ（９３）の前記バルブ本体（９５）上のさらなるガ
イド部分（１０１）により提供されるバネリングによって行われる、
ことを特徴とする請求項２６に記載の閉鎖装置。
【請求項２８】
　前記駆動装置（３１）は、電磁駆動装置として、圧電セラミックプレートスタック駆動
装置又は曲げプレート駆動装置として具体化される、
ことを特徴とする請求項１～２７の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【請求項２９】
　前記駆動装置（３１）及び／又は容器圧力の作動は、少なくとも前記圧力容器（１４）
の圧力センサ（２７）によりモニタされる、
ことを特徴とする請求項１から２８の何れか１項に記載の閉鎖装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前段に記載したような、圧縮ガスで充填可能な、冷却ガス発生器
の圧力容器に用いる閉鎖装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　米国特許明細書第６，０６８，２８８号には、圧縮ガスで満たすことができる、冷却ガ
ス発生器の圧力容器閉鎖装置が開示されている。この種の冷却ガス発生器は車のエアバッ
グシステムに使用される。閉鎖装置は、周囲に通じる容器開口部を静止位置において閉鎖
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するバルブ本体を含む。圧縮ガスを流出させるために、バルブ本体を作動位置へ動かすこ
とができる電磁駆動装置が設けられる。閉鎖装置本体はスライドの形で具体化される。移
動する動きにより様々な流路が解放されて、圧縮ガスの流出を可能にすることができる。
さらに、このスライドの移動する動きにより、閉鎖装置が再び閉鎖されるようにもなる。
この装置には、スライドを作動させるのに強い力を要するという欠点がある。また、これ
らの力が高まると、この種のスライドの作動、とりわけ閉鎖装置の閉鎖する動きが妨げら
れる。このことが多くの場合不完全な密閉性に関連し、漏れ流れが発生して、冷却ガス発
生器を限られた範囲でしか使用できなくなり、或いは他の用途に対してもはや全く使用で
きないようになる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許明細書第６，０６８，２８８号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従って、本発明は、冷却ガス発生器のための、圧縮ガスで充填可能な圧力容器に用いる
閉鎖装置を提供すること基づいて、その目的は、高圧下にある圧縮ガスの計量した送出を
行い、圧縮ガス送出後に確実に閉鎖を行えるようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明によれば、この目的は主請求項の特徴により達成される。別の好適な構成及び成
果については、その他の請求項で開示する。
【０００６】
　本発明によれば、閉鎖装置が、排出開口部の弁座と少なくとも１つのバルブ本体を作動
させるための駆動装置との間に、バルブ本体に取り付けるべき装置を有し、この装置が閉
鎖力を低下させ、作動位置と静止位置との間でバルブ本体を作動させる。閉鎖力が低下し
た結果、高圧下にあり送出用の圧縮ガスを計量して正確に制御可能に圧力容器から送出す
ることが容易になる。同時に、閉鎖装置を開くための力を低減させることもできる。この
種の圧力容器では、圧縮ガスは、例えば６００から１，０００バールの動作圧で存在する
ことになる。閉鎖装置の開閉の動きは数ミリ秒以内に行われ、これらの高動作圧に抗して
作動する必要がある。バルブ本体に取り付けられる閉鎖力を低減させる装置により、閉鎖
装置を突然開くこと及び容器開口部を迅速に遮断することの両方を容易にすることができ
る。閉鎖装置を電気で作動させることにより、エアバッグに必要な圧縮ガスの量を、例え
ば衝突速度などの事故の激しさに応じて適合させることが可能とする。さらに、二次衝突
の際に圧力バッグの充填速度及び再充填までもを促すことができる。
【０００７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、装置が、バルブ本体の方に向けられた端部に少な
くとも１つの圧力面を有する圧力要素を有することにより、少なくとも１つのバルブ本体
を移動させて弁座の開口部を終端させることができるような対策が行われる。これにより
、特に円錐様式で具体化された圧力面を介して、実際に必要な閉鎖力を低下させる梃子（
てこ）の力が発生できるようになる。同時に、低い解除力も促進されることにより、電気
駆動を介して単純な作動が可能となる。
【０００８】
　好ましい実施形態によれば、各々にバルブ本体が関連する複数の径方向に向けられた開
口部がバルブ挿入部に設けられる。圧力要素の好ましくは円錐形の圧力面が、共にバルブ
本体に作用することが好ましい。バルブ本体は、例えば、ケージにより互いに円周方向に
配置された密閉球又は密閉部分として具体化することができる。圧力要素上に円錐面が存
在する結果、全てのバルブ本体を好ましくは均一にかつ同時に作用させることにより、迅
速な閉鎖の動きを促進できるようにもなる。或いは、個々のバルブ本体の連続した閉じる
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動きを実現することもできる。
【０００９】
　さらに、駆動装置により、圧力要素を少なくとも１つのバルブ本体へ移動可能となるよ
うに作動させ、圧力要素の圧力面が移動の方向に対して鋭角で具体化されるような対策を
行うことが好ましい。この結果、バルブ本体を、バルブ挿入部において径方向の動きの方
向に開口するように位置付けるとともにそれぞれの開口部を閉じるために、非常に高い接
触力を引き起こすことができる。円錐面のストロークの距離及び傾斜は、バルブ本体の形
状及び必要な開口断面に適合させることができる。この圧力面はまた、湾曲した、或いは
双曲線の行程を有することもできる。
【００１０】
　圧力要素及びバルブ挿入部は、径方向に延びる突き合わせ面により範囲を定められたバ
ルブ本体を受け入れる空間を形成することが好ましい。この突き合わせ面は、バルブ挿入
部の径方向の開口部に直接隣接する。この結果、バルブ本体、特に密閉球がこの受け入れ
空間内に残るようになる。同時に、この突き合わせ面は、バルブ本体をスラントを介して
バルブ挿入部内の開口部へ向けて動かすために、圧力要素の閉じる動きの間、カウンタベ
アリングとして機能する。
【００１１】
　この第１の有利な実施形態によれば、圧力要素は、少なくとも１つのバルブ本体を取り
囲むカップ状部分を備える。この場合、カップ形状部分が、内部自由端で圧力面、具体的
には円錐面を受け入れ、カップ状部分の底部と圧力面との間に貫通開口部が設けられる。
従って、バルブ本体間の流出だけでなくむしろ貫通開口部を介して圧縮ガスの追加の流出
を行うこともでき、この結果、圧力バッグ又はエアバッグにおける圧縮ガスの迅速な供給
が容易になる。
【００１２】
　圧力要素は、カップ状部分内に、バルブ挿入部の外周に作用するガイドをさらに有する
。この結果、圧力要素は、バルブ本体に直接隣接した状態で導かれ、このため、バルブ挿
入部内の開口部に対してバルブ本体を位置付けるための円錐面を正確に導くことが容易に
なる。
【００１３】
　駆動装置と圧力要素との間に、畜力要素、具体的には圧力要素にバルブ本体を閉じる方
向に力を及ぼす圧縮バネが設けられることが好ましい。この結果、圧縮バネにより、閉鎖
装置を無電流状態で静止位置へ移動させ、ここに保持することが可能となる。この無電流
静止位置は、制御電流の障害の際に圧縮ガスが思いがけず流出しないように安全対策とし
て必要なものである。本発明による閉鎖力を低下させるための装置により、圧縮力の低下
した圧縮バネを設けることができ、ひいては空間全体の縮小が容易になる。
【００１４】
　駆動装置のハウジング内のチャンバ内に畜力要素を設け、バルブ本体へ向けて開口する
とともに横方向貫通開口部を有するように具体化することが好ましい。この結果、ハウジ
ングが圧力容器のカバーの接続端部に固定され、圧力容器からエアバッグへの圧縮ガスの
流路が解除されて迅速に充填を行えるという点でコンパクトな設計を実現することができ
る。
【００１５】
　好ましい実施形態によれば、バルブ挿入部は、圧力容器用のカバーの排出開口部内に締
結される。このカバーは閉鎖装置の一部であってもよく、或いは既に構成部品としてこの
カバーを圧力容器に確実に押し付け、又は接続してもよい。バルブ挿入部は、カバーの中
心排出開口部内に、好ましくはねじ山によって解放可能に配置される。
【００１６】
　駆動装置を圧力容器に取り付けできるように、駆動装置は、カバーの接続端部に作用す
る締結部を有することが好ましい。このようにして、閉鎖装置に対して圧力容器を別個に
設けることができ、単純な取り付け及び後からの充填を可能にすることができる。
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【００１７】
　さらにカバーには、排出開口部を周囲に接続する孔に挿入できる過剰圧制限バルブを設
けることが好ましい。この結果、容器内部の最大高圧を設定できるようになる。
【００１８】
　さらに、カバーが接続端部上にさらなる締結部を有し、その上に圧縮ガスで満たすこと
ができるバッグ又はエアバッグを配置するような対策を行うことが好ましい。これにより
、単純な取り付けが可能となる。この締結部を規格化することにより、様々な実施形態の
圧縮ガスバッグをこの締結部に締結できるようになる。
【００１９】
　本発明の第２の好ましい実施形態は、ピストンとして具体化され、排出開口部上の弁座
を端面によって終端させ、第１の圧力面を含むバルブ本体を有する、加えられる閉鎖力を
低下させる装置と、プレチャンバ内に逆向きに配置されたバルブ本体とを提供し、このプ
レチャンバ内では、リストリクタバルブを使用して、圧縮ガスの動作圧と比較して減少す
るとともにプレチャンバ内のバルブ本体の第２の圧力面に作用するプレチャンバ圧力を設
定することができる。この構成の結果、少なくとも２つの圧力面の圧力補償により、閉鎖
力の低下が実現される。結果として、容易化した閉鎖を実現することができる。
【００２０】
　第２の実施形態によるプレチャンバ圧力を調節するために、プレチャンバを圧力容器に
接続した経路内にリストリクタバルブが設けられる。これにより、好ましくはリストリク
タバルブによって調節できる圧力をプレチャンバ内で高めるために単純な設計が実現され
る。
【００２１】
　さらに、駆動装置上に配置できる保持スリーブによってピストンを保持し、保持スリー
ブがガイド部分を含むような対策を行うことが好ましい。この結果、圧力要素を傾斜しな
いように導くことができる。保持スリーブを別個の構成部品として具体化し、或いはカバ
ーと一体の部品として統合することができる。
【００２２】
　装置内の圧力補償によって力を低下させるために、バルブ本体が、第１の弁座と保持ス
リーブにより形成された別の弁座との間に、大気圧を加えた第３の圧力面を有するような
対策をさらに行う。この実施形態では、この第３の圧力面は環状であることが好ましい。
さらに、これにより、プレチャンバの圧力からの力と、第３の圧力面及びさらに第１の圧
力面の環状断面からの力とが加算されるため、力を低下させることが容易になる。断面及
び圧力差を好適な態様で選択した場合、結果として生じる力はゼロに等しくなる可能性さ
えもある。
【００２３】
　駆動装置の保持スリーブとハウジングとの間、及び好ましくは保持スリーブのガイド部
分とバルブ本体との間に密閉要素を設けると有利である。この結果、安定したプレチャン
バ圧力が維持される。圧力容器内の圧縮ガスの動作圧が例えば８００バールの場合、リス
トリクタバルブを介して例えば４００バールのプレチャンバ圧力が設定されることが好ま
しい。
【００２４】
　本発明の別の有利な構成によれば、プレチャンバ内に畜力要素、具体的には閉じる方向
に力を及ぼす圧縮バネが設けられる。圧力面を介して圧力補償を行った結果、力の弱い畜
力要素を使用して、必要な密閉圧力又は必要な密閉力を加えることにより、閉鎖装置が、
無電流状態で圧力容器を安全に閉鎖できるようになる。同時に、好ましくは閉鎖装置の開
口中にバネ力に抗して働く電磁石により単純な作動が促進される。
【００２５】
　本発明の好ましい第３の代替の実施形態によれば、カバー内の排出開口部を開口するた
めのバルブ本体の開く動きを、駆動装置によって直接作動させるのではなく、プレチャン
バ内に行き渡ったプレチャンバ圧力により作動できるような対策が行われる。このために
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、プレチャンバと大気圧を加えた横孔との間の貫通開口部を開閉する制御バルブにより、
プレチャンバ圧力を変更できるような対策を行うことが好ましい。バルブ本体が、プレチ
ャンバ内に自由に動けるように設けられる。容器の内部圧力とプレチャンバの圧力との間
の圧力補償及びさらに圧力面の状態により、制御バルブの閉鎖時にピストンが閉鎖位置に
残るようになる。制御バルブが開いて圧縮ガスがプレチャンバから流出するとすぐ、結果
として得られる圧力容器内の圧縮ガスの過剰圧力が弁座からバルブ本体を持ち上げ、圧縮
ガスが漏出できるようになる。
【００２６】
　制御バルブを駆動装置によって作動できるような対策を行うことが好ましい。この結果
、バルブ本体を作動位置へ移動させ、排出開口部を開くために、バルブ本体が駆動装置を
直接介して作動され、すなわちバルブ本体が間接的に作動される。
【００２７】
　さらに、制御バルブに閉じる方向に力を加える畜力要素を設けることが好ましい。これ
により、閉鎖装置が無電流状態の際に圧縮ガス容器を閉鎖したままにする安全機能も提供
される。
【００２８】
　第３の実施形態の別の有利な構成によれば、制御バルブが、駆動装置を受け入れるとと
もにカバー上に配置できる中間フランジ内に弁座を有するような対策が行われる。これに
より、モジュール構造が提供され、個々の構成部品が単純な態様で交換できるように設け
られる。同時に、個々の境界面にシールを設けることにより、プレチャンバが圧力抵抗性
を有するようにすることができる。
【００２９】
　本発明の別の代替の実施形態によれば、制御バルブのバルブ本体を少なくとも部分的に
取り囲むバルブ本体のガイド部分と、制御バルブのバルブ本体との間で、バルブ本体が制
御バルブから開く動きの間、排出開口部の少なくとも１つの弁座からバルブ本体が上昇す
るように強制的な作動が行われるような対策が行われる。動きの方向におけるこの強制的
な制御により、このために特に強い力を加える必要なく、非常に高いガス量を高圧で制御
できるようになる。同時に、開くことが確実にされる。
【００３０】
　プレチャンバを有する実施形態は全て、火工技術的に開示されているハイブリッドガス
又は冷却ガス発生器に必要とされるような、ベルとして知られているものを伴わずに、圧
力容器の単純な充填が促進されるという利点を有する。
【００３１】
　さらに、この代替の実施形態は、制御バルブを作動させるための駆動装置を電磁駆動装
置として設計できるという利点を有する。弱い力及び短いストローク距離によって、例え
ば圧電セラミックプレートスタック駆動装置又は圧電セラミック曲げプレート駆動装置を
設けることもできる。
【００３２】
　本発明のさらなる好ましい構成によれば、駆動装置及び／又は圧力容器の作動が圧力セ
ンサによりモニタされるような対策が行われる。この結果、単一の又は複数のバルブを短
時間で開閉することができる。作動可能なバルブのストロークにより、流出量を決定する
こともできる。この種の圧力センサを使用することによって制御回路を閉鎖できるように
なり、この結果、流出したガスの量に関する情報が得られるようになる。圧力センサによ
り、ガス発生器の操作性及び充填量を常に点検できるようにもなる。これにより、特にメ
ンテナンスが容易になる。
【００３３】
　以下、本発明、並びに本発明のさらなる有利な実施形態及び成果についても、図面に示
す実施例に基づいてさらに詳細に説明し、解説する。本発明によれば、説明及び図面から
推測できる特徴自体を個々に、或いは任意の所望の組み合わせで共に適用することができ
る。



(9) JP 2010-506110 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明による閉鎖装置の第１の実施形態による冷却ガス発生器の概略断面図であ
る。
【図２】図１の閉鎖装置の閉じた状態の拡大概略断面図である。
【図３】図１の閉鎖装置の開いた状態の概略拡大断面図である。
【図４】図１の代替例としての閉鎖装置の実施形態の概略断面図である。
【図５】図４の閉鎖装置の閉じた状態の概略断面図である。
【図６】閉鎖装置のさらなる実施形態の概略断面図である。
【図７ａ】図１の閉鎖装置のさらなる代替実施形態の概略断面図である。
【図７ｂ】図１の閉鎖装置のさらなる代替実施形態の概略断面図である。
【図８】図１の代替例としての閉鎖装置の実施形態の概略断面図である。
【図９】図８の閉鎖装置の開いた状態の概略断面図である。
【図１０】図１の代替例としての閉鎖装置の実施形態の概略断面図である。
【図１１】図１０の閉鎖装置の開いた状態の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　図１は、圧力容器１４上に設けた閉鎖装置１２の第１の実施形態による冷却ガス発生器
１１の概略断面図である。圧力容器１４は、カバー１７によって閉鎖された容器開口部１
６を上端に有する。或いは、このカバー１７を、圧力容器１４上に一体部品の形で、若し
くは閉鎖装置１２の構成部品として具体化してもよい。カバー１７は、好ましくは中心に
、閉鎖装置１２によって作動できる排出開口部１８を有する。カバー１７は、閉鎖装置１
２を解放可能に締結した接続端部１９を備える。さらに、接続端部１９は、好ましくはね
じである締結部２１を有することができ、これに圧力バッグ２２、又はエアバッグ取り付
け具又は充填装置が中程度にきつく締結される。
【００３６】
　この実施形態では、閉鎖装置１２を圧力容器１４の外側に配置するという対策が行われ
る。或いは、閉鎖装置を圧力容器１４内に設けてもよい。
【００３７】
　内部圧力が圧力容器１４の許容破裂圧力を上回り、圧縮ガスが噴出可能となった際に開
く過剰圧制限バルブ２４がカバー１７に設けられる。過剰圧制限バルブ２４が、容器内部
を圧力容器１４の外側の大気圧に接続する孔２６内に同様に配置された圧力センサ２７を
備えるような対策を行うことが好ましい。加えられた圧力を検出するために、この圧力セ
ンサ２７を圧力プレートの一部として具体化することができる。この結果、圧力容器１４
内の圧縮ガスの充填量を検出できるようになる。
【００３８】
　図２は、本発明による閉鎖装置１２の拡大図である。閉鎖装置１２は、好ましくは電磁
駆動装置として具体化された駆動装置３１で構成される。この駆動装置３１は装置３３に
作用し、この装置３３は、閉鎖力を低下させるとともに排出開口部１８の弁座５１と駆動
装置３１との間に設けられる。
【００３９】
　加えられる閉鎖力を低下させる装置３３は、駆動装置３１のアンカー装置４２に接続さ
れた圧力要素４１を備え、この圧力要素４１は、アクチュエータ４３又は電磁石によって
動くことができる。圧力要素４１は、排出開口部１８の方に向けられた端部にカップ状の
部分４６を有し、その内側に好ましくは円錐形の圧力面４７が設けられる。この円錐面４
７は、例えば圧力球又は密閉球として具体化された少なくとも１つのバルブ本体４８に作
用する。このバルブ本体４８は、排出開口部１８に挿入できるバルブ内部５０の少なくと
も１つの開口部４９を閉鎖する。バルブ挿入部５０は、排出開口部１８と同化する入口領
域５２に接続された、複数の径方向に向けられた開口部４９を有することが好ましい。バ
ルブ挿入部５０の開口部４９に隣接して、バルブ挿入部５０と圧力要素４１のカップ状部
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分４６の内周との間に形成された受け入れ空間５６の範囲を定める突き合わせ面５４が設
けられる。この突き合わせ面５４は、カップ状部分４６に少なくとも部分的に入り込むこ
とができる環状面として具体化される。バルブ本体４８は突き合わせ面５４の上に載って
いる。
【００４０】
　圧力要素４１の開閉の動きは、好ましくは排出開口部１８の軸と一致する縦軸５８に沿
って行われる。圧力要素４１は、好ましくは圧縮バネとして具体化される畜力要素５９に
抗して上向きに動くことができる。畜力要素５９は、駆動装置３１のハウジング６２の一
部であるチャンバ６１内に設けられ、この駆動装置３１によりこのハウジングが接続端部
１９に締結される。さらに、径方向に向けられた開口部６３がチャンバ６２内に設けられ
て、圧縮ガスの流出を可能にする。
【００４１】
　圧力要素４１の円錐圧力面４７が、貫通孔６７を備えた円筒形壁面６６に隣接すること
により、受け入れ空間５６に入る圧縮ガスが流出できるようになる。カップ状部分４６の
底部には、バルブ挿入部５１の外周に作用するガイド６８が設けられる。
【００４２】
　図２は、閉鎖位置にある閉鎖装置１２を示す図である。この場合、駆動装置３１に電流
は流れておらず、排出開口部１８は閉じている。畜力要素５９を介して閉鎖力が加えられ
、装置３３により、畜力要素５９、具体的には圧縮バネの閉鎖力が十分なものとなる。円
錐面４７すなわち制御カムにより、保持力は大幅に低下する。本発明によるこの配置は、
縦軸５８に対する円錐圧力面４７の角度の接線に一致する利得係数を含む。
【００４３】
　図３は、作動位置にある図２による閉鎖装置を示す図である。排出開口部１８が開くこ
とにより、矢印６９で示すように、圧縮ガスが圧力容器１４から圧力バッグ２２へ移行で
きるようになる。排出開口部１８を開くために、駆動装置３１のアクチュエータ４３に電
流が供給される。アンカー装置４２が上方に引っ張られ、畜力要素５９に抗して作動する
ことにより、圧力要素４１が上方へ動くようになる。この場合、バルブ本体４８に作用す
る接触圧が円錐面４７により低下し、角度又は自由空間が増大することにより、バルブ本
体がバルブ挿入部５０の開口部４９を解除する。圧縮ガスが受け入れ空間５６に入り、そ
こから横孔６７を経由してチャンバ６１へ、そして開口部６３を経て圧力バッグ２２内へ
と移行することができる。閉鎖装置を閉じるために、駆動装置３１は無電流状態に切り換
えられる。圧縮バネ５９の畜力が圧力要素４１をバルブ本体５１の方向へ導く。バルブ本
体５１が、円錐圧力面４７を介してそれぞれの開口部４９の方向に押圧されることにより
、開口部が閉鎖されるようになる。
【００４４】
　図４は、閉鎖位置にある図１から図３による閉鎖装置１２の代替の実施形態を示す図で
ある。図５は、この代替の実施形態の閉鎖装置１２が開いた状態を示す図である。この代
替の実施形態は、図１から図３までとは異なる閉鎖力低減装置３３を有する。以下、この
装置３３についてさらに詳細に説明する。さらに、上述の説明も参照する。
【００４５】
　装置３３は、端面７２を有するバルブ本体７１を備える。これとは反対側に、バルブ本
体７１は、プレチャンバ７４内に向いた環状面７３を備える。バルブ本体７１は、ラム又
はプランジャを含むプレチャンバ７４を貫通し、駆動装置３１のアンカー装置４２に接続
される。さらに、環状面７３に、及びハウジング６２のチャンバ６１内で作用する畜力要
素５９がプレチャンバ７４内に配置される。さらに、プレチャンバ７４内でピストン７１
を保持する保持スリーブ７６がハウジング６２に設けられる。この保持スリーブ７６は、
プレチャンバ７４内においてピストン７１の円周壁部を縦方向に移動可能な態様で受け取
るガイド７８を有する。シール７９によりガイド７８を実現できることが好ましい。
【００４６】
　例えば、カバー１７上に一体部品の形で成形された弁座５１が排出開口部１８を取り囲
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む。バルブ本体７１は、端面７２によって第１の弁座５１に支えられる。排出開口部１８
を覆う端面７２の領域が、第１の圧力面８１を形成する。圧縮ガスの内部圧力が、この圧
力面８１に作用する。第１の圧力面８１に、プレチャンバ７４へとつながる経路８２が設
けられる。過剰圧制限バルブ２４と類似した方法で構築できるリストリクタバルブ（絞り
バルブ）８３が経路８２内に設けられる。事前に設定したリストリクタバルブ（絞りバル
ブ）８３の圧力に応じて、圧縮ガスが圧力容器１４から経路８２を経てプレチャンバ７４
へと移行する。この圧縮ガスは、少なくとも部分的に第２の圧力面８４として機能する環
状面７３に作用する。弁座５１と保持スリーブ７６の弁座７７との間のバルブ本体７１に
、大気圧を加えた環状部分が形成される。この環状面が第３の圧力面８６を形成する。
【００４７】
　動作圧と、プレチャンバの圧縮ガスの圧力と、大気圧との間の圧力差の程度により、力
低減装置３３が決定される。従って、圧力差の程度により、バルブ本体７１を弁座５１に
対して押圧するのに必要な力の基準が形成される。例がこのことを最も明確に示す。圧縮
ガスの動作圧が、バルブ本体７１を上昇させることができる力を第１の圧力面８１に発生
させる。プレチャンバ７４の圧力が、第２の圧力面８４にかかる力で第１の圧力面８１及
び第３の圧力面８６をも圧迫する。第３の圧力面８６が周囲圧力を示すと、バルブ本体７
１及び弁座５１、７７に対するプレチャンバ７４の圧力を受けて力が強化される。
【００４８】
　ここで、第１から第３の圧力面８１、８４、８６の力が補償されるようにリストリクタ
バルブ（絞りバルブ）８３を調節することができる。このような場合、畜力要素５９が必
要な密閉圧力を保証し、排出開口部１８の開口中は、アクチュエータ４３が畜力要素５９
の力のみに打ちかつ必要がある。プレチャンバ側のバルブ本体７１に作用する力のほうが
、ガス圧がバルブ本体７１の端面７２に及ぼす力よりもわずかに高くなるようにリストリ
クタバルブ８３を調節することが好ましい。畜力要素５９の力、及びプレチャンバ７４の
圧力と圧縮ガスとの間の圧力比、さらに排出開口部１８と第３の圧力面８６との間の断面
比が、熱的に誘導された圧力耐性を適切な場合に補償するために、駆動装置３１に十分な
予備の力が存在するように適合されることにより、閉鎖装置１２が常に安全に開くことが
できるようになる。
【００４９】
　図６は、閉鎖装置１２の別の実施形態を示す図である。図４及び図５による実施形態に
対応する点については、図４及び図５による実施形態に関する説明を参照する。図４及び
図５とは異なり、例えば、保持スリーブ７６がカバー１７上に一体部品の形で成形される
。この保持スリーブ７６には横孔８５が設けられ、バルブ本体７１を弁座５１から上昇さ
せている間、圧縮ガスが出口開口部１８からこの横孔８５を経て圧力バッグ２２へ流出で
きるようになる。
【００５０】
　バルブ本体７１と、好ましくはバルブ本体７１上に一体に成形されたアンカー装置４２
とを完全に貫通する圧力通路８２がバルブ本体７１に設けられる。圧力通路８２の上流に
、開く動き中に作動する固定リストリクタとしてリストリクタ８３が具体化される。リス
トリクタ８３を経由する通路により、圧力容器１６内の圧力と同じ圧力がプレチャンバ７
４内に加えられる。
【００５１】
　圧力バッグ２２内には大気圧が、つまり横孔８５及び環状周辺溝８７を介して大気圧が
加えられる。カバー１７内の溝８７とバルブ本体７１上の斜面８８との配置によってサイ
ズ又は幅を決められた弁座５１が、圧力容器１６内の圧力容積を密閉する。第２の弁座７
７が密閉面として具体化され、プレチャンバ７４を大気圧に対して密閉する。このシール
すなわち密閉面は、図４及び図５によるガイド７８上の環状シールの代替として設けられ
る。また、ピストンすなわちバルブ本体７１を導くとともにプレチャンバ７４も密閉する
ための摺動シールを設けることもできる。
【００５２】
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　閉鎖装置１２の密閉圧力をできるだけ高く実現するために、弁座５１に支えられるバル
ブ本体７１の環状面は、出口開口部１８の端面８１に対してできるだけ小さく保たれる。
溝８７及び斜面８８を通じた設計施策により、これを支援することができる。弁座面５１
の外周に対する弁座７７上の密閉面のサイズ差もできるだけ小さく保つべきである。弁座
７７すなわち密閉面の外周上及びバルブ本体７１の外周上にも段階面すなわち斜面８８を
設け、いずれの場合にも弁座７７の表面のサイズを縮小するように弁座面の方向へ向ける
ことが好ましい。閉鎖装置１２のこの構成又は幾何学的設計により、密閉シートを介して
圧力容器１４内の圧力空間を周囲に対して密閉するピストン７１が圧縮ガス内に浮かび、
ひいては圧縮力を受けなくなるようにすることができる。密閉力は、圧縮バネ５９によっ
てのみ、或いはほとんどこれによってのみ加えられる。このようにして、長期間の密閉さ
えも可能にする使用するシールへの良好な適応が可能となる。制御が非常に効果的になる
とともに正確に行えるようになる。圧縮ガスの流出に関しては、圧縮ガスが径方向に配置
された横孔８５を通って圧力バッグ２２に流入するために、わずかな偏向しか必要としな
い。
【００５３】
　上記に加えて、或いは上記とは別に、弁座７７の密閉面又はこれに対向する装置はリン
グシール７９を備えることができる。バルブ本体７１の端側８１、又は弁座５１を形成す
る対向する突き合わせ面についても同様である。この場合、特にシートシールとして具体
化されたシール７９の位置付けは、プレチャンバ７４内のプレチャンバ圧力及び畜力要素
５９のバルブ本体７１に作用する圧力が、ともにバルブ本体７１に作用する圧力容器１４
内の内部圧力及び大気圧よりも大きくなるように直径の形で適応される。閉鎖力はこれに
由来する。
【００５４】
　図７ａ及び図７ｂは、閉鎖装置１２の力低減装置３３のさらなる代替の実施形態を示す
図である。この実施形態は、図６による実施形態の修正形態である。対応する点について
は、図６に関する説明を参照する。図７ａは閉鎖位置にある閉鎖装置１２を示し、図７ｂ
は開口位置すなわち流出位置にある閉鎖装置１２を示している。バルブ本体７１は、開く
力を低下させるためのサーボ制御バルブ又は力低減制御バルブとして具体化された第２の
制御バルブ９３のバルブ本体９５を備える。制御バルブ９３のバルブ本体９５が、縦方向
に可動な態様でバルブ本体７１に設けられる。このバルブ本体９５はアンカー装置４２に
接続される。バネリング９７を介して、バルブ本体９５はバルブ本体７１に対して固定さ
れ、その開く動きに関して範囲が定められる。圧力容器１６の内部圧力がリストリクタバ
ルブ８３を経て経路８２に入り、バルブ本体９５の円錐面に作用する。バルブ本体９５の
円錐面が貫通孔９２を閉鎖し、これを通じて圧力容器１４内の媒質が、バルブ本体９５を
上昇させた後、横方向経路８５を介して圧力バッグ２２に浸入できるようになる。
【００５５】
　図７ａに示す畜力要素５９は、両方共設けることができる。或いは、２つの畜力要素５
９のうちの１つのみを設けることもできる。この実施形態には、行き渡った圧力に関して
高圧空間からアクチュエータ４３を分離する密閉スリーブ７９も示している。
【００５６】
　この実施形態における閉鎖力は、開口部９２を閉鎖する制御バルブ９３のバルブ本体９
５の円錐形の先端の断面と、容器の内部圧力と、開口部９２の孔径の断面積により決定さ
れる大気圧に対向する畜力要素５９の閉鎖力とに作用が行われるという事実に由来する。
開口部９２の直径に作用する圧力領域が減少することにより、極度に低い閉鎖力が求めら
れる。これにより、アクチュエータ４３の作動によって制御バルブ７３を迅速に開くこと
ができるようになり、この結果、プレチャンバ７４内で最初に作用する圧力が周囲に流出
し、或いは圧力バッグ２２へ流入できるようになる。その後、容器の内部圧力がバルブ本
体７１の第１の圧力面８１に作用し、弁座面５１から上昇させることにより、媒体が、容
器内部から横方向経路８５を直接通って圧力バッグ２２へ流入できるようになる。この位
置を図７ｂに示す。
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【００５７】
　図８及び図９は、閉鎖装置１２用の力低減装置３３のさらなる代替の実施形態を示す図
である。この実施形態では、例えば保持スリーブ７６はカバー１７に一体に接続される。
プレチャンバ７４内にバルブ本体７１が自由に動けるように設けられる。これとは逆に、
プレチャンバ７４は中間フランジ９１により範囲が定められており、この中間フランジ９
１は、駆動装置３１のハウジング６２を受け入れるとともに特にねじ込み式接続により保
持スリーブ７６に締結され、好ましくはシール７９が介在する。中間フランジ９１は、プ
レチャンバ７４を横孔９４を介して周囲に接続する開口部９２を備える。制御バルブ９３
のバルブ本体９５により、この開口部９２を作動させることができる。
【００５８】
　さらに、閉鎖力低減装置３３は、排出開口部１８の弁座５１と駆動装置３１との間に構
成部品を含む。駆動装置３１は、バルブ本体９５に一体に、或いは解放可能な接続で接続
することができるアンカー装置４２を備え、このバルブ本体もまた、制御バルブ９３の構
成部品であり、閉鎖力低減装置３３の一部である。さらに、駆動装置によりハウジング６
２のチャンバ６１内に畜力要素５９が取り付けられ、バルブ本体９５を開口部９２に対し
て閉鎖位置へ動かす。
【００５９】
　以下の作動はこの配置により行われる。前述の実施形態のように、バルブ本体７１は、
プレチャンバ７４の圧力による周囲圧力で、第１の圧力面８１の領域内の力及び第３の圧
力面８６の力に抗して下方に押し付けられる。リストリクタバルブ８３を介して、圧縮ガ
スとプレチャンバ容積との間の圧力差が調節される。この実施形態では、周囲圧力及び畜
力要素５９のバネ力のみに抗して動作する制御バルブ９３が作動して、バルブ本体７１を
開く。制御バルブ９３が開口部９２を開くとすぐに、プレチャンバ７４内で圧力が低下し
、第１の圧力面８１に作用する圧力よりも小さくなる結果、プレチャンバ７４内に行き渡
った圧力が周囲へ流出できるようになる。これによりバルブ本体７１が開くことによって
、図７に示すように、圧縮ガスが圧力容器４１の内部から流出できるようになる。圧縮ガ
スは、排出開口部１８を経て圧力容器１４から流出し、端面７２で向きを変え、環状空間
８０、多数の孔又は孔の断片を介して、圧縮ガスを圧力バッグ２２の内部へ導く１又はそ
れ以上の横方向経路８５内へと移行する。
【００６０】
　畜力要素５９は、駆動装置３１が無電流状態のときに制御バルブ９３を閉鎖し、好まし
くは経路８２の第１の圧力面８２に存在する、プレチャンバ７４の圧力及び断面に起因す
る力よりも大きな十分な力を提供するように設計される。制御バルブ９３の閉鎖中、依然
として存在する圧縮ガスの過剰圧力によりリストリクタバルブ８３が開かれて、リストリ
クタバルブ８３により事前設定できるプレチャンバ７４内の圧力が再設定されるようにな
る。この結果、バルブ本体７１が下方に動かされて排出開口部１８を閉鎖する。この場合
、バルブ本体７１の端側７２は第１の弁座５１に支えられる。同時に、端面７２は、保持
スリーブ７６に設けられた第２の弁座７７で終端となる。これにより、さらに第３の圧力
面８６に周囲圧力が作用し、第１の圧力面８１にも容器の内部圧力が作用する。このよう
にして、制御バルブ９３の迅速な連続した開閉処理により、計量した態様で圧縮ガスを圧
力バッグ２２内へ送出することができる。この配置により、短い作動時間で穏やかな作動
を実現できるようになる。
【００６１】
　図１０は、閉鎖位置に図８及び図９の代替例としての閉鎖装置１２のさらなる実施形態
を示す図である。図１１は、作動位置にある図１０による代替の実施形態を示す図である
。
【００６２】
　閉鎖装置１２は、バルブ本体７１の開く動きに強制的な作動が行われるという点で、図
８及び図９の閉鎖装置１２と比較して修正されている。このために、バルブ本体７１は２
つの部品で具体化されることが好ましい。バルブ本体７１は、端面７２を有する下部すな
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中間フランジ９１によりバルブ本体７１内へ移動される。中間フランジ９１は、移動可能
な態様でバルブ本体７１を受け入れる。この結果、制御バルブ９３全体が中間フランジ９
１に対して可動となる。開口部９２は、接続孔９８を介して、中間フランジ９１に設けら
れた横孔９４と同化する。単純な取り付けを可能にするために、バルブ本体７１の下部に
ガイド部分９６がねじ込み式接続により締結される。経路９９によりプレチャンバ７４に
接続された開口部９２を開くために、制御バルブ９３のバルブ本体９５がピストンのほぼ
下部に導かれる。バルブ本体９５は、バルブ本体をガイド部分９６の壁部内に導くことが
できる追加のガイド部分１０１を有する。さらに、バルブ本体９５にさらなるガイド部分
１０１のための切り下げを形成するバネリング９７などがガイド部分９６に挿入される。
さらに、バルブ本体９５が駆動装置３１のアンカー装置４２に接続され、駆動装置３１の
ハウジング６２のチャンバ６１内に畜力要素５９が設けられ、制御バルブ９３のバルブ本
体９５を閉鎖位置へ移動させる。
【００６３】
　閉鎖力を低下させるこの装置３３は、最初は図７及び図８の実施形態による装置のよう
に機能する。開口部９２を開くための制御バルブ９３の作動時、最初に制御バルブ９３の
バルブ本体９５の自由な動きが行われる。その後、バネリング９７に支えられた、或いは
バネリング９７の後方に達する追加のガイド部分１０１を介して、バルブ本体７１全体が
強制的に上昇させられる。駆動装置３１が無電流状態に切り換えられるか、或いはスイッ
チを切られるとすぐに、畜力要素５９がバルブ本体９５を開口部９２に対して下方に押し
下げる。プレチャンバ容積はほぼ無圧状態であるため、リストリクタバルブ８３が開き、
圧力容器１４内のガス圧とプレチャンバ圧力との間の設定した圧力差が再設定される。バ
ルブ本体７１の閉じる動きが開始され、適切な場合第１及び第２の弁座５１、７７に対し
てバルブ本体７１を押圧する畜力要素５９により支援される。
【００６４】
　従って、図８から図１１による閉鎖装置１２は空気圧サーボ機構を有する。一方、図１
から図３による閉鎖装置１２は機械的サーボ機構を有する。このようにして、装置３３は
、少なくとも１つのバルブ本体により、排出開口部を開口及び／又は閉鎖するための作動
力を低下させる。
【００６５】
　前述した全ての特徴は、各々それ自体が本発明にとって不可欠なものであり、これらを
任意の所望の態様で互いに組み合わせることができる。
【符号の説明】
【００６６】
１１　冷却ガス発生器
１２　閉鎖装置
１４　圧力容器
１６　容器開口部
１７　カバー
１８　排出開口部
１９　接続端部
２１　締結部
２２　圧力バッグ
２４　過剰圧制限バルブ
２６　孔
２７　圧力センサ
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７ａ】 【図７ｂ】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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